情報統合の規定要因と効果：アンケート調査をもとに by 石倉 弘樹 et al.
Osaka Gakuin University Repository
Title
情報統合の規定要因と効果：アンケート調査をもとに
The Determinants and Effects of Information Systems 
Integration: A Survey Research
Author(s) 石倉　弘樹 (Hiroki Ishikura)・喜田　昌樹 (Masaki Kida)後藤　晃範 (Akinori Goto)・奥田　真也 (Shinya Okuda)
Citation
大阪学院大学　商・経営学論集（OSAKA GAKUIN 










In this paper, the basic model of companies engaged in 
information utilization which the authors had proposed is 
described, and the relationships between the basic model and 
the survey results for companies are analyzed.　As a result, 
companies which have internal cultures amenable to the use 
of information showed high information utilization.　This was 
consistent with the basic model.　It was also found that the 
recognition of information integration severity has a positive 
impact on companiesʼ cultures and the management of 
support has a positive impact on both companiesʼ cultures 
and utilization.　From those facts, it is derived that to create 
company culture and a management support system in a 
given company, it is important to develop information 
systems integration.　However, the concrete process of how 
to achieve the management of that specific concerned culture 
has not been analyzed.　That is a future subject.
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3.84%であった。回収した企業の業種および企業規模は表 3 － 1 、 3 － 2 、 3
－ 3 のとおりである。
製 造 業 非製造業
食品 1 2% 建設 5 8%
繊維 1 2% 商社 5 8%
化学 6 9% 小売業 5 8%
医薬品 2 3% その他金融 4 6%
ゴム 2 3% 不動産 1 2%
窯業 2 3% 陸運 1 2%
非鉄金属製品 1 2% 倉庫 2 3%
機械 3 5% 通信 1 2%












する。その結果は表 3 － 4 に示すとおりである。風土 1 から風土14のクローン
バックのαは0.904であり、これらをひとまとめにして分析するのに問題ない
水準である。次に分析 1 から分析12の各変数は0.893であり、これらもひとま
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共分散の平均 0.266 0.360 0.372
変数の数 14 12 4




















ると仮定して分析を行う。その結果は図 3 － 6 に示している。
図 3－ ₆　追加分析の検証結果
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数には、12個中 4 個、 7 個、 4 個が有意となった。また、同様に、風土に属す







あり、分析とは12個中 9 個、満足度とは 4 個中 3 個が有意となった。分析につ
いては、風土、満足両者に相関が高いことがわかる。
また、経営者支援を表す変数は、風土（14個中14個）、分析（12個中 8 個）、
満足（ 4 個中 2 個）、統合重要度認識などが有意となり、概ねすべての変数と
相関が高いことがわかった。
最後に、統合重要度認識を表す変数は、風土（14個中 9 個）、分析（12個中
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1 2 3 4 5
2 ）文書化された、あるいは口頭でなされる情
報交換が活発に行われている。
1 2 3 4 5
3 ）本社と支社、支店、営業所、事業部との情
報交換が活発に行われている。
1 2 3 4 5
4 ）本社と関連会社（子会社及び海外子会社）
との情報交換が活発に行われている。
1 2 3 4 5
5 ）経営理念や経営者の方針は組織の末端まで
浸透している。
1 2 3 4 5
6 ）従業員はこれまで新しい情報技術を積極的
に受け入れている。
1 2 3 4 5
7 ）自社には、変化を追求し変化に挑戦する雰
囲気がある。
1 2 3 4 5
8 ）経営者や管理者は「何を知りたいのか」と
いう情報要求を関連部門に常に明示している。
1 2 3 4 5
9 ）経営者は組織内外でおこった出来事や事実
についての情報を積極的に収集している。
1 2 3 4 5
10）情報活用を進める風土がある。 1 2 3 4 5
11）情報システム部と他の業務部門との交流が
ある。
1 2 3 4 5
12）事実やデータに基づいた業務が行われてい
る。
1 2 3 4 5
13）経営企画の情報収集の方法として基幹系情
報システムなどを用いる傾向がある。
1 2 3 4 5
14）経営企画の情報収集の方法として他部門
（経理部など）を用いる傾向がある。
1 2 3 4 5
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